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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称 鳥取県買物環境確保推進交付金

02款 01項 06目 032500000事業 買物環境確保事業

補助基本額 3,000 補助率 50.0% 補助金額 1,500

実施
計画

実施計画
計 上 額

15 原材料費 合　計 3,000 3,000

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020101462 鳥取県買物環境確保推進交付金 1,500

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

　【事業の効果】
　事業者の初期投資の負担を軽減することにより、買物環境の維持・確保に寄与する事業の
　創出を図ることができる。

６．財源の説明
　【県補助金】1,500千円
　【一般財源】1,500千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

07

　【補正の内容】
　補助金　1件 3,000千円

２．根拠法令
　湯梨浜町買物環境確保支援事業補助金交付要綱（予定）

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（商工業の振興）
　【ＳＤＧｓ目標】「１１　住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　鳥取県買物環境確保推進交付金等を活用し、買物環境確保が必要な地域において新たに出
　店して日常生活に必要な物品を小売する事業者に対し建設費、改修費などの投資額を対象
　として補助を行う。

　当該事業者を支援することにより、地域の買物環境の維持・確保に資する事業を創出し、

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　住民生活の機能維持・活性化を図る。

報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　買物環境確保が必要な地域において店舗を新設して食料品、日用雑貨など日常生活に必要
　な物品を小売する事業を開始する事業者に対し、土地・建物・事業用設備取得・整備のた
　めの経費を支援する。
　〇補助率・補助金上限
　補助率10％　補助金上限3,000千円

補正査定

　【補正の必要性】

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 3,000 3,000
04 共済費 19 扶助費

事業

0325 買物環境確保事業 (簡略番号：044599) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,500 1,500
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5.10.27～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,000 3,000 3,000

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 1,500 1,500

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

－1－



－2－

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 16 デジタル田園都市国家構想交 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0001 生涯活躍のまち推進事業 (簡略番号：036281) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 300 20,818 21,118 21,118

財
源
内
訳

国庫支出金 10,226 10,226
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 800 800
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 300 9,792 10,092

　業マッチング事業」において、地域企業と連携する副業人材が来町するための旅費助成制 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 300 300
　首都圏等人材との交流による地域力強化事業として取り組む「プロフェッショナル人材副 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　度を設け、関係人口との交流深化による事業の効果的推進と町の活性化を図る。 04 共済費 19 扶助費

　本に事業連携を図るが、地元企業が人材を迎え入れるための旅費を助成し、実態に応じた 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　当事業において町内企業と首都圏等在住のプロフェッショナル人材とは、テレワークを基 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　円滑な事業推進と、本町への関係深化による地域活性化を促進する。 08 旅費 23 投資及び出資金

　上限100千円/人×3件＝300千円 11 役務費 26 公課費
　兼業・副業人材活用事業補助金：1人につき3回まで旅費と宿泊費の合計額の1/2を助成。 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　 12 委託料 27 繰出金

　地域再生法 15 原材料費 合　計 300 300
２．根拠法令 14 工事請負費

４．基本計画との関連
　【町総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進）

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　【SDGs】目標8「働きがいも経済成長も」

　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅱ　安心して暮らせるまち（地域福祉の推進）
　　　　　　　　　　　基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（移住定住の推進）

　【一般財源】300千円

　多世代が充実安心して暮らせるまちづくりの一環として、プロフッショナル人材事業を町
　商工会や企業と連携し、テレワーク等による新たな関係人口創出事業として展開する。
　【補正の効果】 補助金等の名称

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

02款 01項 16目 000100000事業 生涯活躍のまち推進事業

　事業において地元企業が負担する人材への経費の一部を支援し、経営課題の解決のほか、 補助基本額 補助率 補助金額
　関係人口との関係深化を促し、地域の活性化につなげる。
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明



款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 徴税費 02 賦課徴収費 所属 0101010200-0000 町民生活課（税務）

事業

0017 町税等還付金 (簡略番号：003021) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,000 4,000 7,000 2,655 4,346

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－徴税費 一般財源 3,000 4,000 7,000

　場合に、過納となっている町税等を納税者に還付するもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　前年度までに課税し納付された町税に対して、後年度に異動等が生じて減額となった 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　 04 共済費 19 扶助費

　①　非木造家屋の評価額は、用途・構造別に経年減点補正率を設定し算定するが、対象物 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料 3,000 3,000
　　固定資産税について、下記理由により遡及還付する必要がある。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　納金補填金支払要綱により、当初賦課年度まで遡及還付する。 09 交際費 24 積立金
　　件について、町が誤った補正率を適用し、過大に徴収していたため、町固定資産税過誤 08 旅費 23 投資及び出資金

　　が行われ、令和元年度までの固定資産税を減額修正し遡及還付する。 11 役務費 26 公課費
　②　所有者から、償却資産申告に電気設備等建築設備が含まれていたことによる修正申告 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 13 使用料及び賃借料 予備費
　 12 委託料 27 繰出金

　　　　　　　　補填金（H18～H30）　 1,276,700円  補填金（利息相当分）442,800円 15 原材料費 合　計 3,000 3,000
　②　償却資産　過年度還付分（R1～R4） 441,800円

　①　家屋　　　過年度還付分（R1～R4） 889,500円　還付加算金（R1～R4） 16,500円 14 工事請負費

２．根拠法令

　　　合計額　　3,067,300円≒3,000,000円（補正額） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　

　

　●地方税法
　●湯梨浜町固定資産税過誤納金補填金支払要綱

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進）

補助金等の名称

３．用地の状況

02款 02項 02目 001700000事業 町税等還付金

５．本年度の計画効果 補助基本額 補助率 補助金額
　税負担の公平性を確保するため、適正な課税および還付処理を行う。

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【一般財源】　3,000千円

－3－
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款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

565 565 565

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 5.10.27～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0234 地域・職域連携モデル事業 (簡略番号：044606) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 565 565
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 405 405 16 公有財産購入費
　国保中央会による市町村国保と全国健康保険協会が共同して進める健康づくりモデル事業 02 給料 17 備品購入費
　の選定を受け実施する。（令和5年度・令和6年度の2年間） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　・協会けんぽの被扶養者を対象に特定保健指導を実施する。 04 共済費 19 扶助費
　・地域・職域連携推進会議を組織し、役場・事業所・他保険者相互の情報交換、保健医療 05 災害補償費 20 貸付金
　資源の相互活用や保健事業の共同実施など、連携体制の構築を検討する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 72 72 22 償還金､利子及び割引料

　・健康日本２１及び健康増進法において、国民の健康の増進の総合的な推進を図るため、 08 旅費 18 18 23 投資及び出資金
　連携を取ることが推奨されている。 09 交際費 24 積立金
　・現行の健康ゆりはま２１計画では実施体制に事業所・他保険者が記載されておらず、 10 需用費 50 50 25 寄附金
　十分な連携体制が取れていない。 11 役務費 20 20 26 公課費
　・今回のモデル事業をきっかけに連携する団体の裾野を広げ、より継続的かつ協調のとれ 12 委託料 27 繰出金
　た取り組みを進めていくことを目的とする。 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
２．根拠法令 15 原材料費 合　計 565 565
　健康日本21(第二次)（国計画）・第3次健康ゆりはま21(町計画)
　健康増進法（第3条、第5条）・地域・職域連携推進ガイドライン 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

諸収入 20050302706 地域・職域連携モデル事業委託 565
３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの
　充実）
　SDGｓ目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　・協会けんぽの被扶養者を対象とした特定保健指導の利用勧奨・指導の実施
　・地域・職域連携推進会議の開催 補助金等の名称
　【事業の効果】 補助基本額 補助率 補助金額
　事業を行うことにより、町民の一層の健康増進に向けた取り組みを推進することができ
　る。

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明
　【諸収入】　565千円

04款 01項 05目 023400000事業 地域・職域連携モデル事業



款 10 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

災害復旧費 項 公共土木施設災害復旧費 01 道路橋りょう災害復旧費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業

0110 道路橋りょう等災害復旧事業 (簡略番号：017091) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 51,835 1,756 53,591 10 53,582

財
源
内
訳

国庫支出金 △970 970
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △700 700

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 災－公－道路 一般財源 53,505 86 53,591

　）について、被災後、被災原因について観測、調査を続けた結果、地すべりによる災害と 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　令和３年７月の梅雨前線豪雨により被災した町が管理する公共土木施設（町道泊中央線 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　して対策を進めている。 04 共済費 19 扶助費

　必要がある調査観測費、防護柵などの仮設費を追加計上するとともに、当該施設の安全率 07 報償費 28 28 22 償還金､利子及び割引料

　　当初の見込みより、本復旧工事着手までの期間が延伸することから、継続して実施する 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　の工事費を計上する。 09 交際費 24 積立金
　向上を図るため、排水対策（排水ボーリング工など）を本復旧工事着手前に実施するため 08 旅費 23 投資及び出資金

　　報償費（有識者報酬）28千円　・　委託料（観測、設計費など）13,953千円 11 役務費 26 公課費
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　　工事請負費（排水対策応急工事費、仮設費など）37,854千円 12 委託料 13,953 13,953 27 繰出金

15 原材料費 合　計 51,835 51,835
３．用地の状況

２．根拠法令 14 工事請負費 37,854 37,854

　【第４次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実) 地方債 21010701001 道路橋りょう災害復旧債 △700
　　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14020601001 道路橋りょう災害復旧事業費補 △970

　【本年度の計画】町道泊中央線災害復旧事業
　　・地すべり調査観測業務【継続】

５．本年度の計画効果

　　・地すべり応急工事（排水ボーリング工など）【新規】
　【事業の効果】
　　応急工事として当該施設の排水対策を本復旧前に先行して実施することで、当該施設の 補助金等の名称 公共土木施設災害復旧費国庫補助金

　　・地すべり対策工詳細設計業務【継続】
　　・地すべり応急工事（防護柵、被災法面維持など）【継続】

10款 02項 01目 011000000事業 道路橋りょう等災害復旧事業

　安全率向上を図ることができる。 補助基本額 △1,455 補助率 66.7% 補助金額 △970

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【国庫補助金】道路橋りょう災害復旧事業費補助金 　△970千円 計 上 額
　【地方債】　　道路橋りょう災害復旧債(100％) 　　 △700千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　 　　　 53,505千円
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